
証券コード　9896
平成26年６月11日

株 主 各 位
東京都江東区新木場一丁目７番22号

ＪＫホールディングス株式会社
代表取締役社長 青木　慶一郎

第68期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第68期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月26日（木曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都江東区新木場一丁目７番22号

当社本店　新木場タワー１階　大ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第68期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第68期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.jkhd.co.jp/）に掲載させてい
ただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

Ⅰ．企業集団の現況

１．当事業年度の事業の状況

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の金融・財政政策の効果が浸透

する中、企業収益の改善が家計部門にも波及したことや、消費税増税前の駆け

込み需要の盛り上がり等もあり個人消費を押し上げました。また、輸出はやや

伸び悩んだものの、公的需要の拡大に加えて設備投資にも動意が見られるなど

デフレ脱却と経済再生に向け着実な回復基調をたどりました。

住宅業界におきましては、当連結会計年度の新設住宅着工戸数は987千戸（前

年度比10.6％増）、当社グループが主力とする持ち家着工戸数も352千戸（同

11.5％増）と前年度を大幅に上回りました。

住宅ローン金利が低水準で推移していることに加えて、政府の住宅取得促進

策の効果や消費税増税前の駆け込み需要の発生等もあり、予想を上回る増加と

なりました。

このような状況の中で当社グループは、合板を始めとする建材全般の販売強

化と採算面の改善にグループを挙げて取り組みました。８月と３月には、全国

の取引先販売店を対象とした恒例の「ジャパン建材フェア」を東京ビッグサイ

トで開催したほか、地域毎の展示会や住宅機器メーカーのショールームを活用

した地方での展示会を開催し、「快適で豊かな住環境の創造」に繋がる各種商

材の提案などを幅広く行いました。

また、東日本大震災の復興の一翼を担うべく、グループ関係企業が連携して

前年度に発足させた東北復興支援チームは、災害公営住宅や自力再建住宅の建

築に必要な資材の供給に積極的に取り組みました。

一方、規模の拡大と効率化による収益力改善を目指してグループ企業の再編

を促進するとともに、Ｍ＆Ａによるグループ企業の拡大、グループ全体での与

信管理体制の向上、公募増資による財務基盤の強化にも取り組みました。
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この結果、当連結会計年度の業績は、連結売上高は前期比520億79百万円増の

3,520億95百万円（前期比17.4％増）、連結営業利益は前期比15億７百万円増の

60億72百万円（同33.0％増）、連結経常利益は前期比16億12百万円増の57億76

百万円（同38.7％増）、連結当期純利益は前期比13億８百万円増の33億48百万

円（同64.2％増）と、前期比大幅な増収増益となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

＜総合建材卸売事業＞

当社グループの主力取扱商品であります合板につきましては、住宅着工戸

数が大幅に増加するなど需要の堅調を受けて、年度当初から概ね堅調な市況

が続きました。

合板二次製品、建材及び住宅機器等の住設建材群につきましても、住宅着

工戸数の増加に伴い、堅調な荷動きとなりました。

また、第１四半期連結会計期間より株式会社銘林が新たに連結対象に加わ

ったことも、セグメント業績の拡大に寄与いたしました。

この結果、当事業の売上高は3,273億88百万円（前期比15.5％増）、営業利

益は43億20百万円（同34.4％増）となりました。

＜合板製造・木材加工事業＞

合板製造事業におきましては、主力商品であるＬＶＬが公共建造物等非住

宅分野への販売が順調に拡大したほか、住宅向けの受注も増加したことから、

前期比大幅な増収増益となりました。

一方、木材加工事業につきましては、輸入材料の値上がりに加えて為替が

円安基調で推移したことなどから年度前半は採算面で苦戦をいたしましたが、

年度後半は徐々に改善されました。

なお、第１四半期連結会計期間より株式会社群馬木芸が、第３四半期連結

会計期間より株式会社宮盛が新たに連結対象に加わっております。

この結果、当事業の売上高は91億８百万円（前期比61.6％増）、営業利益

は５億34百万円（同32.3％増）となりました。
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＜総合建材小売事業＞

前連結会計年度までその他に区分しておりました総合建材小売事業を、第

１四半期連結会計期間より独立したセグメントとして表示をしております。

　当セグメントは、第１四半期連結会計期間より株式会社マルタマ、当第４

四半期連結会計期間より株式会社ＣＯＭＦＩＬＬが新たに連結対象に加わり、

６社で構成されております。

住宅着工戸数の増加に伴い売上高が増加し、採算面も改善されました。

この結果、当事業の売上高は132億77百万円（前期84億17百万円、前期比

57.7％増）、営業利益は２億46百万円（同１億56百万円、同57.6％増）とな

りました。

＜その他＞

その他には、建材小売店の経営指導を中心にフランチャイズ事業を展開し

ている株式会社ハウス・デポ・ジャパンのほか、物流関係の子会社等４社、

建設工事業の子会社３社、及び純粋持株会社でありますＪＫホールディング

ス株式会社の一部事業を区分しております。

株式会社ハウス・デポ・ジャパンにつきましては、加盟店が320社と当期中

に９社増加いたしました。

建設工事業の子会社につきましては、売上高は前期比減少したものの、コ

スト削減効果により採算面では改善が見られました。

一方、ＪＫホールディングス株式会社は、不動産賃貸収入等の安定した収

入もあり、利益を確保いたしました。

この結果、当事業の売上高は23億21百万円（前期24億78百万円、前期比

6.4％減）、営業利益４億21百万円（同４億31百万円、同2.3％減）となりま

した。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は13

億18百万円であります。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備

事 業 区 分 会 社 名 事 業 所 名 所 在 地 設備の内容

合板製造・木材加工事業 株式会社キーテック ＬＶＬ加工工場 千葉県木更津市 工場及び機械設備
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②　当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

該当事項はありません。

③　当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　当社は、平成25年12月24日を払込期日として、公募により2,300,000株の普通

株式の発行（払込金額１株につき518.05円）及び平成26年１月21日を払込期日

とする345,000株の自己株式の処分（払込金額１株につき518.05円）を実施し、

総額1,370百万円の資金調達を行いました。

　また、金融機関からの借入金及びコマーシャル・ペーパーの発行により調達

を行っております。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当社は、平成25年10月１日付で株式会社宮盛の株式及び平成25年10月11日付

でＪＫホーム株式会社の株式を取得し、連結子会社としております。
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２．財産及び損益の状況の推移

(1) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第65期

平成23年３月期
第66期

平成24年３月期
第67期

平成25年３月期

第68期
(当連結会計年度)
平成26年３月期

売 上 高 280,070百万円 290,984百万円 300,015百万円 352,095百万円

営 業 利 益 3,164百万円 4,545百万円 4,564百万円 6,072百万円

経 常 利 益 2,240百万円 3,811百万円 4,163百万円 5,776百万円

当 期 純 利 益 1,679百万円 2,032百万円 2,039百万円 3,348百万円

１株当たり当期純利益 57円24銭 69円75銭 70円32銭 113円48銭

総 資 産 156,983百万円 171,882百万円 180,614百万円 191,417百万円

純 資 産 19,346百万円 21,714百万円 23,803百万円 28,502百万円

１株当たり純資産額 651円51銭 730円48銭 804円97銭 886円09銭

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産額は、期

末発行済株式総数に基づき算出しております。

なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数については、自己株式数を控除し

て算出しております。

(2) 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第65期

平成23年３月期
第66期

平成24年３月期
第67期

平成25年３月期

第68期
(当事業年度)
平成26年３月期

売 上 高 4,244百万円 4,570百万円 4,694百万円 4,762百万円

営 業 利 益 599百万円 955百万円 1,046百万円 1,067百万円

経 常 利 益 230百万円 612百万円 738百万円 703百万円

当 期 純 利 益 136百万円 501百万円 557百万円 672百万円

１株当たり当期純利益 ４円66銭 17円20銭 19円23銭 22円79銭

総 資 産 57,001百万円 56,371百万円 57,892百万円 59,067百万円

純 資 産 22,059百万円 22,776百万円 23,157百万円 25,122百万円

１株当たり純資産額 757円84銭 780円28銭 803円58銭 798円51銭

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産額は期末

発行済株式総数に基づき算出しております。

なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数については、自己株式数を控除し

て算出しております。
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３．重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 な 事 業 内 容

ジャパン建材株式会社 100百万円 100.0％ 総合建材卸売事業

通 商 株 式 会 社 490百万円 100.0％ 総合建材卸売事業

物 林 株 式 会 社 50百万円 100.0％ 総合建材卸売事業

株 式 会 社 ミ ト モ ク 90百万円 100.0％ 総合建材卸売事業

株 式 会 社 銘 林 99百万円 99.9％ 総合建材卸売事業

Ｊ Ｋ Ｉ 株 式 会 社 50百万円 95.0％ 総合建材卸売事業

株 式 会 社 キ ー テ ッ ク 268百万円 93.9％ 合板製造・木材加工事業

株 式 会 社 宮 盛 95百万円 91.5％ 合板製造・木材加工事業

株式会社ハウス・デポ関東 30百万円 100.0％ 総合建材小売事業

株式会社ブルケン東日本 3百万円 100.0％ 総合建材小売事業

株式会社ハウス・デポ・ジャパン 300百万円 50.0％ そ の 他

（注）出資比率は間接保有を含んでおります。

４．対処すべき課題

平成26年度のわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動による個人

消費の一時的落ち込み等のマイナス要因はあるものの、海外経済の持ち直しと

円安による輸出の回復や大型経済対策の効果に加えて、雇用や賃金の改善によ

る個人消費の持ち直しや設備投資の拡大などから、再び回復基調に復帰するも

のと予想されます。

住宅関連業界におきましては、消費税率引き上げ前の駆け込み需要の反動減

が懸念されるものの、雇用や所得環境の改善、住宅ローン減税の拡充、金利の

低位安定といった下支え要因もあることから、本年度の新設住宅着工戸数は前

年度を１割程度下回る900千戸と予想しております。

上記のような経営環境の予測の下に、当社グループといたしましては、拡大

が見込まれるリフォーム市場や木質系非住宅市場への取り組み強化、新興国市

場の開拓を課題として積極的な営業展開を行い、グループ全体で拡販に努めて

まいります。

－ 7 －



５．企業集団の主要な事業セグメント（平成26年３月31日現在）

　当連結グループの事業区分は、建築資材を商社及びメーカー等から仕入販売

している総合建材卸売販売事業と合板を製造販売、木材を加工販売している事

業、建築資材を小売販売している総合建材小売事業及びその他に区分しており

ます。

　各事業区分の主要商品及び製品は以下のとおりであります。

事 業 区 分 売 上 区 分 主 要 商 品 及 び 製 品

総合建材卸売事業

合 板 ラワン合板、針葉樹合板、雑木合板等

合板二次製品
木質内装材、化粧合板、床材、天井材、外装材等木質系建
材

建 材
石膏ボード、パーチクルボード、ハードボード、サイディ
ング、断熱材、床材、壁面材、天井材等非木質系建材

住 宅 機 器
玄関ドア、下駄箱、階段、収納セット、家具、キッチン、
洗面化粧台、浴槽、トイレ用品、窓周り商品、照明器具、
家電製品等

そ の 他 建築工事請負

合板製造・木材加工事業 合 板 等
ラワン合板、針葉樹合板、構造用ＬＶＬ（単板積層材）、
大断面構造用集成材、２×４パネル

総合建材小売事業

合 板 ラワン合板、針葉樹合板、雑木合板等

合板二次製品
木質内装材、化粧合板、床材、天井材、外装材等木質系建
材

建 材
石膏ボード、パーチクルボード、ハードボード、サイディ
ング、断熱材、床材、壁面材、天井材等非木質系建材

住 宅 機 器
玄関ドア、下駄箱、階段、収納セット、家具、キッチン、
洗面化粧台、浴槽、トイレ用品、窓周り商品、照明器具、
家電製品等

そ の 他 建築工事請負

そ の 他 そ の 他
フランチャイズ事業、不動産賃貸業、倉庫及び運送業、
建設工事業、旅行業、保険代理業
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６．企業集団の主要拠点（平成26年３月31日現在）

(1) 総合建材卸売事業

ジャパン建材株式会社

本 社 東京都江東区

営業部

首都圏第一営業部、首都圏第二営業部、産業資材部、住建
資材部（以上東京都）、関東営業部（埼玉県）、東北営業
部（宮城県）、北海道営業部（北海道）、中部営業部（愛
知県）、関西営業部（大阪府）、中四国営業部（広島県）、
九州営業部（福岡県）

営業所
各営業部の傘下に、北は北海道から南は沖縄まで、108の営
業所等があります。

通 商 株 式 会 社

本 社 大阪府大阪市北区

支 店

大阪第一・第二支店、鳥飼支店、泉北支店（以上大阪府）、
加古川支店、西宮支店（以上兵庫県）、木津川支店（京都
府）、東海支店（愛知県）、福岡支店（福岡県）、鈴鹿支
店（三重県）、四国支店（愛媛県）、山口支店（山口県）

物 林 株 式 会 社

本 社 東京都江東区

営業部
住環境システム部、国産材営業部、木材営業部、環境・景
観事業部（以上東京都）、素材営業部、北海道建設資材部
（以上北海道）

株 式 会 社 ミ ト モ ク

本 社 茨城県水戸市

営業所
日立営業所、土浦営業所（以上茨城県）、鹿沼営業所（栃
木県）

株 式 会 社 銘 林

本 社 東京都江東区

営業所

水戸営業所（茨城県）、群馬営業所（群馬県）、埼玉営業
所（埼玉県）、千葉営業所（千葉県）、小田原営業所（神
奈川県）、長野営業所、松本営業所（以上長野県）、新潟
営業所（新潟県）、郡山営業所（福島県）、仙台営業所（宮
城県）、秋田営業所（秋田県）、札幌営業所（北海道）、
清水営業所（静岡県）

(2) 合板製造・木材加工事業

株式会社キーテック
本 社 東京都江東区

工 場 ＬＶＬ工場、合板工場（以上千葉県）

株 式 会 社 宮 盛
本 社 秋田県南秋田郡

工 場 構造用集成材加工工場（秋田県）

(3) 総合建材小売事業

株式会社ハウス・デポ関東
本 社 千葉県八街市

支 店
千葉営業所、千葉西営業所、千葉東営業所、千葉南営業所
（千葉県）
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(4) その他

ＪＫホールディングス株式会社 本 社 東京都江東区

株式会社ハウス・デポ・ジャパン 本 社 東京都江東区

７．使用人の状況（平成26年３月31日現在）

(1) 企業集団の使用人の状況

事 業 セ グ メ ン ト 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

総 合 建 材 卸 売 事 業 1,361名（291名） ＋22名（＋22名）

合板製造・木材加工事業 349名（114名） ＋106名（＋23名）

総 合 建 材 小 売 事 業 279名 （91名） 110名（＋４名）

そ の 他 268名 （31名） △２名（＋５名）

合 計 2,257名（445名） ＋236名（＋54名）

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）内に外数で記

載しております。

２．使用人数が前連結会計年度末に比べて、236名増加しましたのは、主として株式会社宮

盛、株式会社群馬木芸及び株式会社マルタマを連結子会社としたことによるものであ

ります。

(2) 当社の使用人の状況

当 期 末 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

156名(６名) △１名(－名) 42歳９ヶ月 15年０ヶ月

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載し

ております。

８．主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

（企業集団）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 10,926百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 9,152百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,559百万円

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 4,654百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,963百万円
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Ⅱ．会社の現況

１．株式の状況（平成26年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 70,000,000株

(2) 発行済株式の総数 31,840,016株

（自己株式378,122株を含む。）

(3) 株主数 9,373名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 野 石 膏 株 式 会 社 3,342千株 10.62％

三 井 物 産 株 式 会 社 3,179 10.11

 田 　 繁 2,448 7.78

 　 田 　 チ サ ト 1,271 4.04

ＪＫホールディングス従業員持株会 1,260 4.01

伊 藤 忠 建 材 株 式 会 社 1,104 3.51

 田 　 勲 979 3.11

三 井 住 商 建 材 株 式 会 社 918 2.92

 田 　 隆 708 2.25

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 669 2.13

 (注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．新株予約権等の状況（平成26年３月31日現在）

　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長  田 　 繁

代 表 取 締 役 社 長  田 　 隆 経 営 管 理 本 部 長

取 締 役 副 社 長 青 　 木 　 慶 一 郎
経営管理本部グループ経営企画室長
ジ ャ パ ン 建 材 ㈱ 取 締 役 副 社 長
ジャパン建材沖縄㈱代表取締役社長

取 締 役 小 川 明 範 ジャパン建材㈱代表取締役社長

取 締 役 黒 岩 康 多
経 営 管 理 本 部 広 報 兼 秘 書 室 長
ジ ャ パ ン 建 材 ㈱ 常 務 取 締 役

取 締 役 渡 辺 昭 市
経営管理本部財務経理部財務担当部長
兼 内 部 統 制 室 長
ジ ャ パ ン 建 材 ㈱ 常 務 取 締 役

取 締 役 中 井 勝 弘 経営管理本部住宅事業統括部長

取 締 役 藤 永 義 行

常 勤 監 査 役 土 居 　 功

常 勤 監 査 役 須 田 邦 雄

監 査 役 三 　 添 　 禎 四 郎

監 査 役 小 河 耕 一

（注）１．取締役藤永義行氏は、社外取締役であります。

２．監査役三添禎四郎氏及び小河耕一氏は、社外監査役であります。

３．監査役土居　功氏は、当社の経理業務を経験しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

４．監査役須田邦雄氏は、子会社の経理業務を経験しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

５．平成24年６月28日開催の第66期定時株主総会において、法令に定める監査役の員数を

欠くことになる場合に備え、補欠監査役として野口誠氏を選任しております。

６．当社は、取締役藤永義行氏及び監査役三添禎四郎氏ならびに監査役小河耕一氏を株式

会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており

ます。
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(2) 当該事業年度中に退任した会社役員

　取締役　大久保　清　　　平成25年６月27日退任

(3) 平成26年４月１日以後の取締役の異動は次の通りであります。

氏 名 異動後の地位 異 動 後 の 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 異 動 年 月 日

 田 　 隆 代表取締役副会長 平成26年４月１日

青　木　慶一郎 代表取締役社長 経営管理本部長兼グループ経営企画室長 平成26年４月１日

(4) 取締役及び監査役の報酬等

①　当事業年度に係る報酬等の額

人 数 報酬等の総額

取 締 役 ４名 144百万円

監 査 役 ４名 28百万円

合 計 　８名 173百万円

 (注) １．取締役の報酬限度額は、年額600百万円以内（平成10年６月29日定時株主総会決議）で

あります。また、監査役の報酬限度額は、年額60百万円以内（平成10年６月29日定時

株主総会決議）であります。

２．期末現在の人員数は取締役８名、監査役４名であります。なお、上記の支給人員との

相違は、無支給の取締役４名が存在していることによるものであります。

３．報酬等の総額には、社外監査役２名の報酬等９百万円が含まれております。

４．上記報酬等の額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金繰入額として費用計上しております36百万円

（取締役31百万円、監査役４百万円）。

・当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額として費用計上しております20百

万円（取締役18百万円、監査役１百万円）。

５．上記金額には補欠監査役に支給した報酬０百万円は含まれておりません。

②　当事業年度に支払った役員退職慰労金

　平成25年６月27日開催の第67期定時株主総会決議に基づき、退任した取締

役に対して支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

・取締役１名　29百万円

（上記には、過年度の事業年度において役員の報酬等の総額に計上した役

員退職慰労引当金繰入額、取締役分19百万円が含まれております｡ ）
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(5) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況等

地 位 氏 名 兼 任 先 及 び 兼 任 内 容 兼 職 の 内 容

社 外 監 査 役 小 河 耕 一
株 式 会 社 キ ー エ ン ス
株 式 会 社 シ ス テ ナ

社 外 監 査 役
社 外 取 締 役

（注）当社は株式会社キーエンス及び株式会社システナとの間に重要な取引関係はありません。

②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役 藤 永 義 行
当事業年度開催の取締役会には、22回中20回に出席
し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点
で、必要に応じ発言しております。

社 外 監 査 役 三　添　禎四郎

当事業年度開催の取締役会には、22回中21回に出席
し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点
で、必要に応じ発言しております。定期的に開催さ
れる監査役会には13回中13回出席し、監査の方法そ
の他監査役の職務の執行に関する事項について必要
に応じ発言しております。

社 外 監 査 役 小 河 耕 一

当事業年度開催の取締役会には、22回中21回に出席
し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点
で、必要に応じ発言しております。定期的に開催さ
れる監査役会には13回中13回出席し、監査の方法そ
の他監査役の職務の執行に関する事項について必要
に応じ発言しております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社は現行定款において、社外取締役及び社外監査役との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定

めており、社外取締役及び社外監査役それぞれの間で、会社法第427条第１項

の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結

しております。

　この契約では、社外取締役及び社外監査役として任務を怠ったことにより

当社に損害が生じた場合、善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425

条第１項各号に定める金額の合計額を限度とし、その責任を負うこととして

おります。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等 37百万円

②
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

65百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず実質的にも区分できませんので、①の

報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して関係会社に対する助言・指導業務に対し、対価

を支払っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総会の

会議の目的とすることを請求します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

当社は平成18年５月10日並びに平成22年５月11日開催の取締役会において、内

部統制システム構築の基本方針について、次のとおり決議いたしております。

(1) 趣旨

本決議は、会社法第362条第５項に基づき、取締役会が決定すべき当社の内部統

制システムの構築について、代表取締役を始めとする全役職員が遵守すべき基

本方針を明らかにするとともに、会社法施行規則第100条の定める同システムの

体制整備に必要とされる各条項に関する大綱を定めるものである。本決議に基

づき定められた内部統制システムは適宜改善のための見直しを行い、もって、

効率的で適法な企業体制を構築する事を目的とする。

(2) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

①　当社は、「快適で豊かな住環境の創造」を企業理念として掲げ、全ての役

職員がコンプライアンスの重要性を認識し、顧客・取引先・株主等のステ

ークホルダーに対して誠実かつ公平な関係を作り、常に自覚を持って業務

を遂行し、いかなる理由があれ、会社の信用または名誉を傷つける行動を

しない。

このため、「役職員の行動規範」を遵守し、法令・社会的規範・倫理を踏

まえた上で、経営ビジョン・経営理念を役職員全員が共有し、より良き社

会人・より良き企業人として誠実かつ適切に行動する。

②　コンプライアンスの推進に関しては、担当取締役を任命し、同取締役が委

員長を務める「コンプライアンス・リスク管理委員会」が、コンプライア

ンスに関する全社的方針の作成・改定、コンプライアンス体制の維持・管

理、並びに教育・啓蒙・実施状況の確認等を行う。
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③　万一「役職員の行動規範」に対する違反行為が発生した場合は、その内容・

対処案をコンプライアンス・リスク管理委員会が取締役会、監査役会に報

告する。

④　行動規範の違反等に関して、直属のラインを超えた報告・相談を可能にす

るため、社内及び社外に相談窓口を設置すると共に、通報者に不利益が及

ばないようにする。

(3) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務の執行に係わる情報管理、及び個人情報を含む社内・外の情

報管理については、当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルに従

い、適切な保存及び管理（廃棄を含む）を実施し、必要に応じて管理状況

の検証や各規程の見直し等を行う。

②　当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルはデータベース化し、役

職員が即座に閲覧・検索できる体制を維持する。

③　当社社内規程及びそれに関する各管理マニュアルは担当取締役が所管し､ 

適宜見直し等を行う。また、変更を要する場合は、取締役会に付議もしく

は報告する。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理に関しては、「コンプライアンス・リスク管理委員会」が、リ

スク管理に関する全社的方針の作成・改定、リスク管理体制の維持・管理、

並びに教育・啓蒙・実施状況の確認等を行う。

②　経営の意思決定に際し全社的に影響を及ぼす重要事項については、取締役

会に諮る前に、役付役員で構成されるジャパン建材株式会社の常務会に諮

ることで慎重を期す。

③　当社は、業務の適正を確保するため、代表取締役に直属する監査部を設置

し、当社並びにグループ各社の監査を実施する。監査結果は代表取締役宛

に報告すると共に、業務そのものの改善が必要な場合は代表取締役に改善

提案を行う。

④　代表取締役は、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等に

ついて速やかに調査・検証を行い、担当部署に改善を指示する。
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⑤　当社は、取締役会に社外取締役を、監査役会に社外監査役数名を配置し､ 

取締役会、監査役会の公平性・透明性を確保する。

⑥　在京の取締役以上の役員で情報交換会を毎朝開催し、突発的な事態が発生

した場合にも即応できる体制を維持するほか、非常災害時においては、「非

常災害対策規程」に従い、会社全体で対応する。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　経営計画のマネジメントに関しては、担当取締役が将来の事業環境を踏ま

えた中期経営計画を策定し、取締役会がこれを承認することで、経営目標

を明確化する。各年度予算は、担当取締役が、中期経営計画で示された目

標に沿って立案し、取締役会の承認を得て執行する。また、経営目標の進

捗状況は、月二回開催される月次報告会並びに毎月の取締役会に定期的に

報告され、必要に応じ担当取締役が見直し等を行う。

②　業務執行のマネジメントについては、取締役会規程に定められている事項

及びその付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議すること

とし、その際には適切な経営判断が行われるよう、全役員に十分な資料を

配布する。

③　日常の職務遂行に際しては、当社社内規程で決められた職務権限規程、職

務分掌規程等に基づき権限を委譲し、各部門の責任者が意思決定ルールに

則り業務を遂行する。

(6) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

①　グループ経営企画室が中心となり、関係会社管理規程に基づき、当社子会

社及び関連会社（以下、子会社等という）の業務運営状況等を管理し、代

表取締役がこれを管掌する。

②　子会社等に損失の危険が発生または発生するおそれが生じた場合は、直ち

に発見された損失の危険の内容、損失の程度及び当社に対する影響につい

て、「コンプライアンス・リスク管理委員会」に報告し、状況に応じて取

締役会や監査役会に報告を行う。
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③　平成18年10月１日に純粋持株会社体制へ移行したことから、グループ戦略

をより一層明確化し、管理業務や審査業務の集約化等を通じて、グループ

全体の業務の適正化と効率化を図る。コンプライアンスやリスク管理の強

化に関しても、グループ全体で推進する。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　現在監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて監査役の

職務を補助する専任スタッフを設置する。

②　専任スタッフは、監査役の指示に従いその職務を遂行すると共に、子会社

等の監査役の職務補助も兼務することを可能とする。

③　補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、専任スタッフの任命・

異動については、監査役会の同意を必要とする。

(8) 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保

するための体制

①　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見

したときは、法令に従い、速やかに監査役に対し報告を行う。

②　全役職員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発

見したときは、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて

直ちに監査役に情報を提供する。

③　当社の監査体制の実効性を高めるため、必要に応じ監査体制を見直し、改

善を行う。また、監査部と連携を図り、適切な意思疎通、及び効果的な監

査業務の遂行を図る。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、企業体質の強化と、今後の事業拡大に必要な内部留保の充実を図

るとともに、株主各位への安定かつ継続的な利益還元を経営の最重要課題の

一つとして位置付けております。

この方針の下、収益の状況や経済金融情勢、今後の事業展開等を総合的に

勘案した上で、株式分割や記念増配、自己株式の取得等の株主還元策を実施

してまいりました。また、平成25年３月には新たに株主優待制度を創設いた

しました。今後も、業績に対応した安定配当の継続を基本としつつ、株主還

元の充実に努めてまいります。

なお、内部留保資金は、有利子負債の削減等、財務体質の一層の充実・強

化に重点活用いたします。

当期の配当金につきましては、連結業績が概ね予想通りの水準を確保でき

たことから、平成25年12月６日に公表いたしました配当予想の修正のとおり、

期末配当は１株当たり７円とさせていただきたいと考えております。この結

果、中間期末に１株当たり５円の配当を実施しておりますので、年間配当は

１株当たり12円となります。

次期の配当につきましては、中間配当１株当たり６円、期末配当１株当た

り７円、１株当たり年間配当13円の予想とさせていただきます。

なお、当社は中間配当ができる旨を定款に定めており、当社の剰余金の配

当は中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。中間配

当の決定機関は取締役会、期末配当は株主総会であります。

－ 20 －



連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

賃 貸 不 動 産

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

133,264

20,569

93,072

1

11,683

501

1,803

2,808

741

2,396

△312

58,152

47,473

9,692

1,731

35,540

196

80

232

721

37

683

9,958

3,641

1,408

3,689

29

36

2,624

△1,471

流 動 負 債 135,984

支払手形及び買掛金 74,510

電 子 記 録 債 務 29,741

短 期 借 入 金 13,736

１年内返済予定の長期借入金 9,209

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 60

コ マ ー シ ャ ル・ペ ー パ ー 1,000

リ ー ス 債 務 101

未 払 法 人 税 等 1,406

賞 与 引 当 金 1,002

役 員 賞 与 引 当 金 104

そ の 他 5,109

固 定 負 債 26,930

社 債 120

長 期 借 入 金 18,206

リ ー ス 債 務 203

繰 延 税 金 負 債 1,999

再評価に係る繰延税金負債 1,873

退職給付に係る負債 1,882

役員退職慰労引当金 643

債務保証損失引当金 162

そ の 他 1,840

負 債 合 計 162,915

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 27,451

資 本 金 3,195

資 本 剰 余 金 6,752

利 益 剰 余 金 17,656

自 己 株 式 △153

その他の包括利益累計額 427

その他有価証券評価差額金 726

繰延ヘッジ損益 △24

土地再評価差額金 △325

退職給付に係る調整累計額 51

少 数 株 主 持 分 624

純 資 産 合 計 28,502

資 産 合 計 191,417 負債及び純資産合計 191,417

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 352,095

売 上 原 価 319,795

売 上 総 利 益 32,299

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 26,227

営 業 利 益 6,072

営 業 外 収 益 1,334

受 取 利 息 及 び 配 当 金 101

仕 入 割 引 322

不 動 産 賃 貸 料 440

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 131

そ の 他 338

営 業 外 費 用 1,630

支 払 利 息 627

売 上 割 引 751

そ の 他 251

経 常 利 益 5,776

特 別 利 益 39

固 定 資 産 売 却 益 39

特 別 損 失 259

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 82

訴 訟 関 連 損 失 123

減 損 損 失 53

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,556

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,278

法 人 税 等 調 整 額 △66 2,212

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,343

少 数 株 主 損 失 △4

当 期 純 利 益 3,348

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

－ 22 －



連結株主資本等変動計算書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主
持　　分

純資産
合　計資本金

資　本
剰余金

利　益
剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　益

土地再評価
差　額　金

退職給付
に係る調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,600 6,117 14,564 △292 22,989 512 17 △322 － 208 605 23,803

当 期 変 動 額

新株の発行 595 595 1,191 1,191

剰余金の配当 △259 △259 △259

当期純利益 3,348 3,348 3,348

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 38 139 178 178

土地再評価
差 額 金 取 崩 額

3 3 3

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

213 △42 △3 51 218 18 237

当 期 変 動 額 合 計 595 634 3,092 139 4,461 213 △42 △3 51 218 18 4,698

当 期 末 残 高 3,195 6,752 17,656 △153 27,451 726 △24 △325 51 427 624 28,502

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社　　　　　　　　31社

主な連結子会社名

・ジャパン建材株式会社　　　　　　　・通商株式会社

・物林株式会社　　　　　　　　　　　・株式会社キーテック

・株式会社ハウス・デポ・ジャパン

株式会社群馬木芸、ＪＫホーム株式会社及び株式会社ＣＯＭＦＩＬＬは新規設立に

伴い、株式会社宮盛は株式の新規取得に伴い、前連結会計年度において持分法適用の

非連結子会社であった株式会社マルタマについては重要性が増したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めております。

なお、ＪＫ工業株式会社については平成25年４月１日付けで、株式会社キーテック

と合併したため、当連結会計年度より連結の範囲からから除外しております。

また、ＢＳＨ株式会社については平成25年９月25日付で清算手続きが結了したこと

により当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

(2）非連結子会社　　　　　　　20社

主な非連結子会社名

・新いずみ建装株式会社　　　　　　　・株式会社ハウス・デポ・プラス

・株式会社ケンオウ

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社20社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも

小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので、

連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社　11社

主な非連結子会社

・新いずみ建装株式会社　　　　　　　・株式会社ハウス・デポ・プラス

・株式会社ケンオウ

株式会社ハウス・デポ沼津及び株式会社ハウス・デポ上毛は清算手続きが結了した

ことにより、当連結会計年度より持分法適用の非連結子会社から除外しております。
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(2）持分法適用の関連会社　　　１社

・株式会社ハウス・デポ・パートナーズ

(3）持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

主な非連結子会社名　　　　　　　　　　主な関連会社名

・インテラＵＳＡ社　　　　　　　　　・株式会社ダイコク

・上海銀得隆建材有限公司　　　　　　・ミズノ株式会社

当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

なお、連結子会社のうち株式会社銘林の決算日は、３月20日でありましたが、親会社との決

算日の統一を行い、連結決算日を３月31日に変更しております。この変更に伴い、株式会社

銘林の当連結会計年度の期間は、平成25年３月21日から平成26年３月31日までの12ヵ月と11

日間となっております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品 、仕掛品 …………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

原材料………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

未成工事支出金……………………個別法による原価法

－ 25 －



(2）減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産…………………………

（リース資産は除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）については定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～60年

機械装置及び運搬具　　２～17年

②　無形固定資産…………………………

（リース資産は除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法。また、その他無形固定資産の耐用年

数は２～20年であります。

③　リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

④　長期前払費用…………………………期間対応償却。なお、償却年数は６～42年であり

ます。

⑤　賃貸不動産……………………………定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）については定額法。

なお、耐用年数は３～50年であります。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金……………………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金………………………当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支給に

備えて、当連結会計年度における支給見込額に基

づき計上しております。

④　役員退職慰労引当金…………………当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。

⑤　債務保証損失引当金…………………債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

政状態を勘案して損失負担見込額を計上しており

ます。
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(4）その他の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利

スワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………………………為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象………………………外貨建予定取引、借入金

ヘッジ方針…………………………為替、金利に係るキャッシュ・フロー変動リスク

を回避する目的で、実需の範囲内で対象取引のヘ

ッジを行っております。

ヘッジの有効性評価方法…………外貨建予定取引にかかる為替予約に関しては、重

要な条件の同一性を確認し、有効性を評価してお

ります。

また、金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしており有効性が保証されているため、有

効性の評価を省略しております。

②　退職給付に係る資産または負債の計上基準

　退職給付に係る資産または負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における見込み額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しており

ます。

　数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用してお

ります。

③　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

④　連結納税制度の適用

　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

⑤　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

また、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。
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(5）会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連

結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針

第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を退職給付に係る資産または退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識

数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括

利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が29百万円、退職給付に

係る負債が1,882百万円計上されております。また、その他の包括利益累計額が51百万円

増加しております。

５．表示方法の変更

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めておりまし

た「電子記録債務」は、資産総額の100分の１を超えたため、当連結会計年度より独立掲

記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の

連結財務諸表の組み換えを行っております。

この結果、前連結貸借対照表において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に表

示しておりました98,075百万円は、「支払手形及び買掛金」98,015百万円、「電子記録

債務」60百万円として組み替えております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 27,110百万円

２．投資その他の資産その他（長期預け金）30百万円を宅地建物取引業法に基づき法務局に供

託しております。
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３．担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

建物及び構築物 2,235百万円

機械装置 250

土地 10,509

賃貸不動産 2,420

合計 15,415

担保に係る債務の金額

短期借入金 1,485百万円

１年内返済予定の長期借入金 4,947

長期借入金 3,294

未払金 46

長期未払金 165

合計 9,939

４．保証債務

主な保証先

借入保証　　　上海銀得隆建材有限公司 55百万円

㈱ハウス・デポ関西 52

㈱ケンオウ 41

その他 96

合計 246

５．手形割引残高 94百万円

６．手形裏書残高 18百万円

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。

場 所 用 途 種 類

宮城県仙台市 遊休資産 土地

福島県郡山市他 遊休資産他 土地

　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類し、事業

用資産につきましては独立した最小の会計単位である営業所をグルーピングの単位とし、賃

貸用資産及び遊休資産につきましては各物件をグルーピングの単位としております。

　当連結会計年度において時価が著しく下落している資産グループにつきまして、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失53百万円として特別損失に計上しており

ます。

　なお、回収可能価額は主として正味売却価額により測定しており、路線価による相続税評

価額及び固定資産税評価額に基づき算定しております。
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 31,840,016株

２．配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成25年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 115百万円 ４円00銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年11月８日
取 締 役 会

普通株式 144百万円 ５円00銭 平成25年９月30日 平成25年12月５日

②　当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成26年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 220百万円 ７円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日

Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金損金算入限度超過額 749百万円

繰越欠損金 1,338

会員権評価損否認額 50

退職給付に係る負債否認額 690

賞与引当金否認額 352

未払社会保険料 40

役員退職慰労引当金否認額 215

減損損失否認額 202

連結未実現損益調整 134

投資有価証券評価損 310

未払金否認額 38

たな卸資産評価損否認額 48

未払事業税否認額 111

子会社出資金減損 19

その他 469

繰延税金資産小計 4,774

評価性引当額 △2,530

繰延税金資産合計 2,243
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（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △1,059百万円

その他有価証券評価差額金 △392

合併受入評価差額金（土地・借地権評価益否認額） △475

連結貸倒引当金調整 △606

全面時価評価法による評価差額金 △831

その他 △99

繰延税金負債合計 △3,466

繰延税金資産の純額 △1,222

（再評価に係る繰延税金負債）

土地再評価差額金 1,873百万円

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

流動資産－繰延税金資産 741百万円

固定資産－繰延税金資産 36

流動負債－繰延税金負債 △1

固定負債－繰延税金負債 △1,999

２．法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法の一部を改定する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税の課税が課されない

ことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

従来の38.01％から35.64％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は43百

万円減少し、法人税等調整額は42百万円、繰延ヘッジ損益は０百万円がそれぞれ増加してお

ります。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 886円09銭

２．１株当たり当期純利益 113円48銭

(注)　Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　４．会計

処理基準に関する事項　(5）会計方針の変更に記載のとおり、退職給付会計基準等

を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が1.62円増加しております。

算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 3,348百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 3,348百万円

普通株式の期中平均株式数 29,501,331株
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Ⅶ．金融商品関係

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を主体に、資金調達については銀

行借入を中心に行っております。また、デリバティブは、借入金のキャッシュ・フロー変

動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主な取引先の信用状況を把握する体制を構築しております。

当社グループの主力商品であります合板については、原木、製品を問わず、輸入価格は

為替相場の変動による影響を受けます。

当社グループは、合板販売総額の約２割程度を直接輸入しておりますが、為替相場の変

動に対しては、契約額の50％以上を先物為替予約でヘッジする方針で対応しており、為替

予約や外貨預金の時価情報を毎月取締役会に報告いたしております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に時価情報を把握し、取締役会に報告いたしてお

ります。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日で

す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則と

して５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスク

を回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワッ

プ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評価方法については、金

利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略

しています。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行って

おり、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高

い金融機関とのみ取引を行っています。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1）現金及び預金 20,569 20,569 　－

(2）受取手形及び売掛金 93,072

　　貸倒引当金（※1） △312

92,759 92,759 　－

資産計 113,329 　113,329 －

(1）支払手形及び買掛金 　74,510 74,510 －

(2）電子記録債務 29,741 29,741 －

(3）短期借入金 13,736 13,736 －

(4）長期借入金（※2） 　27,416 27,401 △15

負債計 145,405 145,389 △15

（※１）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２）１年以内返済予定の長期借入金を長期借入金に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）電子記録債務、(3）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、帳簿価額は時価にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(4）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算出する方法によっております。
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（注２）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 20,569 － － －

受取手形及び売掛金 93,072 － － －

合計 113,641 － － －

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 9,209 7,380 5,414 3,364 1,341 705

Ⅷ．賃貸等不動産関係

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用の

不動産（土地を含む。）を有しております。平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関

する賃貸損益は531百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費

に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

11,210 △530 10,680 11,696

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として路線価による相続税評価額及び固定資産税評

価額に基づき算定しております。

Ⅸ．退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度及び厚生年金基金

制度を設けており、連結子会社のうち４社が確定給付企業年金制度を採用し、18社が日本合

板厚生年金基金制度に、19社が中小企業退職金共済制度に加入しております。

　なお、当社及び連結子会社のうち18社は、複数事業主制度の日本合板厚生年金基金に加盟

しており、このうち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができな

い制度については確定拠出制度と同様に会計処理しております。
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２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 4,294百万円

勤務費用 229

利息費用 40

数理計算上の差異の発生額 35

退職給付の支払額 △336

退職給付債務の期末残高 4,264

（注）上記には、簡便法を適用した制度の額が含まれております。

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 2,172百万円

期待運用収益 33

数理計算上の差異の発生額 91

事業主からの拠出額 437

退職給付の支払額 △323

年金資産の期末残高 2,411

（注）上記には、簡便法を適用した制度の額が含まれております。

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表

積立型制度退職給付債務 4,124百万円

年金資産 2,411

1,713

非積立型制度退職給付債務 139

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,853

退職給付に係る負債 1,882

退職給付に係る資産 △29

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,853
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 229百万円

利息費用 40

期待運用収益 △33

数理計算上の差異の費用処理額 △13

確定給付制度に係る退職給付費用 222

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しており

ます。

(5）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり

ます。

未認識数理計算上の差異 △79百万円

(6）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりであります。

一般勘定 41％

株式 23

債券 32

その他 4

合　計 100

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

(7）数理計算上の基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.5％

長期期待運用収益率 1.0

３．確定拠出制度

当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、189百万円であります。
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４．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、

385百万円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年3月31日現在）

年金資産の額 24,125百万円

年金財政計算上の給付債務の額 24,979

差引額 △853

(2）制度全体に占める当社グループの給与総額割合（平成25年3月31日現在）

29.59％

(3）補足説明

上記（1）の差額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高3,859百万円及び当

年度不足額3,070百万円であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間16年の元利金等償却であり、当グループ

は、当期の連結計算書類上、特別掛金90百万円を費用処理しております。

なお、上記（2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 入 金

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

船 舶

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

従業員に対する長期貸付金

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

5,394

1,895

100

1,594

1,639

103

60

53,673

37,622

7,075

212

0

58

179

29,732

339

23

585

419

0

109

56

15,465

2,620

12,148

240

48

7

8

2

148

386

△106

△39

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 15,605

短 期 借 入 金 6,350
コマーシャルペーパー 1,000
１年内返済予定の長期借入金 6,643
リ ー ス 債 務 100
未 払 金 454
未 払 費 用 93
未 払 法 人 税 等 656
未 払 消 費 税 等 38
預 り 金 82
賞 与 引 当 金 116
役 員 賞 与 引 当 金 36
そ の 他 35

固 定 負 債 18,339
長 期 借 入 金 13,112
リ ー ス 債 務 348
長 期 未 払 金 276
退 職 給 付 引 当 金 1,304
役員退職慰労引当金 427
債 務 保 証 損 失 引 当 金 82
再評価に係る繰延税金負債 1,867
繰 延 税 金 負 債 715
そ の 他 205

負 債 合 計 33,945
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 24,841
資 本 金 3,195
資 本 剰 余 金 6,752
資 本 準 備 金 6,708
その他資本剰余金 43

利 益 剰 余 金 15,046
利 益 準 備 金 489
その他利益剰余金 14,557
固定資産圧縮積立金 1,413
別 途 積 立 金 11,900
繰 越 利 益 剰 余 金 1,243

自 己 株 式 △153
評価・換算差額等 281
その他有価証券評価差額金 615
土地再評価差額金 △334

純 資 産 合 計 25,122

資 産 合 計 59,067 負債及び純資産合計 59,067

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 入 4,762

営 業 費 用 3,694

営 業 利 益 1,067

営 業 外 収 益 129

受 取 利 息 及 び 配 当 金 75

生 命 保 険 配 当 金 19

そ の 他 35

営 業 外 費 用 493

支 払 利 息 388

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 82

そ の 他 22

経 常 利 益 703

特 別 利 益 54

固 定 資 産 売 却 益 15

投 資 有 価 証 券 売 却 益 39

特 別 損 失 50

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 39

減 損 損 失 11

税 引 前 当 期 純 利 益 708

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16

法 人 税 等 調 整 額 19 35

当 期 純 利 益 672

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,600 6,112 4 6,117 489 1,428 11,900 811 14,630

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 595 595 595 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △15 15 －

剰余金の配当 △259 △259

当 期 純 利 益 672 672

土地再評価差額金の取崩 3 3

自己株式の取得 －

自己株式の処分 38 38 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当期変動額合計 595 595 38 634 － △15 － 432 416

当 期 末 残 高 3,195 6,708 43 6,752 489 1,413 11,900 1,243 15,046

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △292 23,055 433 △330 102 23,157

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,191 1,191

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △259 △259

当 期 純 利 益 672 672

土地再評価差額金の取崩 3 3

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 139 178 178

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

182 △3 178 178

当期変動額合計 139 1,786 182 △3 178 1,964

当 期 末 残 高 △153 24,841 615 △334 281 25,122

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…………………………時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産……………………………

（リース資産は除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く。）については定額

法。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物　　　　　２～60年

構築物　　　　２～60年

(2) 無形固定資産……………………………

（リース資産は除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法。また、その他の耐用年数は10～20年

であります。

(3) リース資産………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用……………………………期間対応償却。なお、償却年数は15～42年であり

ます。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………………………未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金…………………………関係会社に対する投資損失に備えるため、投資先

の財政状態を勘案し、必要額を計上しております。

－ 41 －



(3) 賞与引当金………………………………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額

の当期負担額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金…………………………役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。

(5) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数

（５年）による定率法により、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しております。

(6) 役員退職慰労引当金……………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

(7) 債務保証損失引当金……………………債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

政状態を勘案して損失負担見込み額を計上してお

ります。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法……………………金利スワップについては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………………金利スワップ

ヘッジ対象…………………………借入金

ヘッジ方針……………………………金利に係るキャッシュ・フロー変動リスクを回避

する目的で、実需の範囲内で対象取引のヘッジを

行っております。

ヘッジの有効性評価方法……………金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しており有効性が保証されているため、有効性の

評価を省略しております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(3) 連結納税制度の適用

　当社は連結納税制度を適用しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 9,839百万円

２．投資その他の資産その他（長期預け金）10百万円を宅地建物取引業法に基づき法務局に供

託しております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,188百万円

長期金銭債権 8百万円

短期金銭債務 2,450百万円

長期金銭債務 227百万円

４．保証債務

仕入債務保証　　ジャパン建材㈱ 20,500百万円

借入保証　　　　ジャパン建材㈱ 379

㈱宮盛 2,879

物林㈱ 2,426

㈱銘林 1,678

その他                                  3,523

合計 31,387

５．担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

土地 6,368百万円

建物 1,251

合計 7,620

担保に係る債務の金額

長期借入金（１年内返済予定を含む） 4,072百万円

関係会社の長期借入金 322

合計 4,395
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高の総額

関係会社との営業取引による取引高の総額 4,564百万円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 36百万円

２．減損損失

　当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場 所 用 途 種 類

福島県郡山市 遊休資産 土地

北海道旭川市他 遊休資産 土地

　当社は、資産を共用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類し、賃貸用資産及び遊休資産に

つきましては各物件をグルーピングの単位としております。

　当事業年度において時価が著しく下落している資産グループにつきまして、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失11百万円として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は主として正味売却価額により測定しており、路線価による相続税評

価額及び固定資産税評価額に基づき算定しております。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度における自己株式の種類及び株式数

普通株式 378,122株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金否認額 461百万円

賞与引当金否認額 41

未払社会保険料 7

役員退職慰労引当金否認額 156

投資有価証券評価損 326

減損損失否認額 145

未払事業所税否認額 2

未払事業税否認額 6

貸倒引当金否認額 30

投資損失引当金 13

債務保証損失引当金否認額 29

会員権評価損否認額 48

子会社株式（会社分割に伴う承継会社株式） 340

繰越欠損金 108

その他 136

繰延税金資産小計 1,854

評価性引当額 △712

繰延税金資産合計 1,142

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △848

その他有価証券評価差額金 △340

合併受入評価差額金（土地・借地権評価益否認額） △513

その他 △53

繰延税金負債合計 △1,755

繰延税金資産の純額 △612

（再評価に係る繰延税金負債）

土地再評価差額金 1,867百万円

２．法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法の一部を改定する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税の課税が課されないこと

になりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の

38.01％から35.64％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は５百

万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

　子会社 （単位：百万円）

属 性 会社等の名称
議決権等の所有

(被 所 有)割合

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額

(注)１
科 目 期末残高

子 会 社 ジャパン建材㈱

所有

直接

100.00％

一 部 業 務

受 託 及 び

経営指導等

業務受託料等(注)２

不動産賃貸収入(注)2

債務保証（注）５

資金の借入（注）４

借入金の返済

利息の支払（注）４

連結納税に伴う受取予定額

3,120

1,033

20,880

21,500

22,500

14

1,004

－

－

－

短 期 借 入 金

－

前 払 費 用

未 収 入 金

－

－

－

2,000

－

0

1,004

子 会 社 物 林 ㈱

所有

直接

100.00％

経営指導等

資金の貸付（注）３

貸付金の回収

利息の受取（注）３

債務保証（注）５

17,400

17,400

14

2,426

関係会社貸付金

－

－

－

1,400

－

－

－

子 会 社 ㈱ 銘 林

所有

直接

99.95％

経営指導等 債務保証（注）５ 1,678 － －

子 会 社 ㈱ 宮 盛

所有

直接

91.58％

経営指導等 債務保証（注）５ 2,879 － －

子 会 社
㈱ハウス・デ

ポ・ジャパン

所有

直接

50.00％

経営指導等 債務保証（注）５ 964 － －

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．業務委託費等及び不動産賃貸収入については、一般取引条件と同様に決定して

おります。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案し決定しております。なお、担保は受

け入れておりません。

４．資金の借入については、市場金利を勘案し決定しております。なお、担保は提

供しておりません。

５．当社は、ジャパン建材㈱の一部の支払先及び物林㈱、㈱銘林、㈱宮盛、㈱ハウ

ス・デポ・ジャパンの銀行借入に対し債務保証を行っており、取引金額は平成

26年３月31日の残高を記載しております。なお、当該取引において保証料等の

授受はありません。
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Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 798円51銭

２．１株当たり当期純利益 22円79銭

　算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 672百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 672百万円

普通株式の期中平均株式数 29,501,331株
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月15日

ＪＫホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 日 下 靖 規 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 原 　 透 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 村 　 剛 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＪＫホールディングス株式会社の平

成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行

った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、ＪＫホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の

当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月15日

ＪＫホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 日 下 靖 規 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 原 　 透 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 村 　 剛 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＪＫホールディングス株式会

社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

－ 50 －



監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第68期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役及び監査部等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制

の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等

と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその

附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討

いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成26年５月20日

ＪＫホールディングス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 土　居　　　功　

常 勤 監 査 役 須　田　邦　雄　

社 外 監 査 役 三　添　禎四郎　

社 外 監 査 役 小　河　耕　一　

以　上

－ 53 －



株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は傘下のグループ企業各社の事業の成長、拡大による企業価値の向上

を最重要課題として認識するとともに、株主の皆様への利益還元を経営上の

重要課題のひとつと考えております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の経営環境等を

勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は220,233,258円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役７名選任の件

本総会終結の時をもちまして取締役全員（８名）の任期が満了いたしますの

で取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

１
よし


だ

田
 

　
しげる

繁
(昭和15年５月13日生)

昭和41年３月　㈱丸吉（現　ＪＫホールディン

グス㈱）取締役就任

昭和51年３月　同社代表取締役専務就任

昭和54年４月　同社代表取締役社長就任

平成10年10月　当社代表取締役会長就任

平成15年４月　当社代表取締役会長兼最高経営

責任者（ＣＥＯ）就任

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱代表取

締役会長兼最高経営責任者（Ｃ

ＥＯ）

平成21年６月　当社代表取締役会長（現任）

2,448,131株

２
よし


だ

田
 

　
たかし

隆
(昭和21年11月10日生)

昭和47年９月　㈱丸吉（現　ＪＫホールディン

グス㈱）入社

昭和60年６月　同社取締役就任

昭和61年６月　同社常務取締役就任

平成２年３月　同社代表取締役専務就任業務管

理本部長

平成９年４月　同社代表取締役副社長就任

平成10年10月　当社代表取締役副社長就任業務

管理本部長

平成15年４月　当社代表取締役副社長兼最高財

務責任者（ＣＦＯ）就任兼業務

管理本部長

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱代表取

締役副社長兼最高財務責任者

（ＣＦＯ）兼管理本部長

平成21年６月　当社代表取締役社長兼経営管理

本部長

平成26年４月　当社代表取締役副会長就任（現

任）

708,085株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

３
あお

青
 

　
き

木
 

　
けい

慶
いち

一
ろう

郎
(昭和42年11月11日生)

平成４年４月　㈱丸吉（現　ＪＫホールディン

グス㈱）入社

平成14年４月　当社営業推進本部営業企画室長

兼住宅保証部長

平成15年10月　㈱キーテック取締役就任

平成16年４月　同社代表取締役専務就任

平成16年６月　当社取締役就任

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱取締役

平成20年４月　当社取締役管理本部副本部長就

任

　　　　　　　ジャパン建材㈱専務取締役就任

業務管理本部長

平成21年４月　当社取締役経営管理本部グルー

プ経営企画室長

平成22年10月　当社専務取締役就任経営管理本

部グループ経営企画室長

平成23年４月　ジャパン建材㈱取締役副社長就

任

平成26年４月　当社代表取締役社長就任経営管

理本部長（現任）

　　　　　　　ジャパン建材㈱取締役（現任）

19,525株

４
お

小
がわ

川
あき

明
のり

範
(昭和44年８月21日生)

平成５年４月　伊藤忠商事㈱入社

平成18年３月　同社退社

平成18年４月　当社入社　執行役員就任営業推

進本部副本部長

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱執行役

員経営本部副本部長

平成20年６月　当社取締役就任経営本部副本部

長兼経営企画室長

平成21年４月　当社取締役（現任）

ジャパン建材㈱専務取締役就任

平成22年10月　ジャパン建材㈱代表取締役専務

就任

平成24年４月　ジャパン建材㈱代表取締役社長

就任（現任）

1,200株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

５
くろ

黒
いわ

岩
こう

康
た

多
(昭和27年５月９日生)

平成６年１月　興国ハウジング㈱入社

平成６年12月　同社取締役就任

平成10年10月　ジャパン建材㈱（現　ＪＫホー

ルディングス㈱）取締役就任

平成17年６月　同社常務取締役就任業務管理本

部総務部長兼業務管理本部関係

会社統轄室長

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱取締役

経営本部副本部長兼経営本部グ

ループ経営戦略室長補佐兼経営

本部広報兼秘書室長

　　　　　　　ジャパン建材㈱常務取締役就任

（現任）

平成21年４月　当社取締役経営管理本部広報兼

秘書室長（現任）

28,194株

６
わた

渡
なべ

辺
しょう

昭
いち

市
(昭和26年１月18日生)

昭和50年４月　商工組合中央金庫入庫

平成15年３月　同庫金融法人部長

平成16年４月　ジャパン建材㈱（現　ＪＫホー

ルディングス㈱）出向業務管理

本部長付部長

平成16年６月　同社執行役員業務管理本部財務

経理部長

平成17年６月　同社取締役就任業務管理本部財

務経理部長

平成18年10月　ＪＫホールディングス㈱取締役

管理本部副本部長兼管理本部財

務経理部長

　　　　　　　ジャパン建材㈱取締役就任

平成19年４月　当社取締役管理本部副本部長兼

管理本部財務経理部財務部長兼

管理本部内部統制室長

平成21年４月　当社取締役経営管理本部財務経

理部財務担当部長兼内部統制室

長（現任）

ジャパン建材㈱常務取締役就任

（現任）

5,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

７

*
なり

成
た

田
ひろ

博
し

志
(昭和25年３月13日生)

昭和47年４月　商工組合中央金庫入庫

平成４年３月　同庫　水戸支店長

平成12年３月　同庫　事業推進部　部長

平成13年７月　同庫　審査第一部　部長

平成16年８月　同庫　理事

平成18年10月　八重洲興産㈱　代表取締役社長

平成21年６月　中央協同㈱　代表取締役社長

平成23年８月　同社　非常勤監査役（現任）

－株

（注）１．*は新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．取締役候補者　成田博志氏は、社外取締役候補者であります。

４．成田博志氏を社外取締役候補者とした理由は、金融、財務、企業統治等に関する豊富

な知識・経験を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお

願いするものであります。

５．当社は、社外取締役候補者である成田博志氏の選任が承認された場合、期待された役

割を十分に発揮できるよう成田博志氏と責任限定契約を締結する予定であります。

なお、その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役が任務を怠ったことによって損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条

第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂

行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

６．成田博志氏につきましては、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

届け出る予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件

本総会終結の時をもちまして監査役土居功氏は、辞任により退任いたします

ので監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。監査役候補

者は、次のとおりであります。

また、東拓至氏は土居功氏の補欠として選任されるため、当社定款の定めに

より、その任期を引継ぐことになります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

*
あずま

東
 

　
ひろ

拓
し

至
(昭和29年１月23日生)

昭和51年４月　㈱富士銀行入行

平成９年１月　同行堂島支店長

平成14年４月　㈱みずほ銀行浜松支店長

平成15年５月　同行新宿新都心支店長

平成17年４月　㈱みずほコーポレート銀行　企業推

進第一部付　審議役

平成18年４月　㈱オリエントコーポレーション　常

務執行役員

平成19年11月　みずほオペレーションサービス㈱代

表取締役社長

－株

（注）１．＊は新任の監査役候補者であります。

２. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３. 東拓至氏は、社外監査役候補者であります。

４. 東拓至氏を社外監査役候補者とした理由は、金融業に関する豊富な知識と様々な分野

における高い見識を有しておられ、その知識等を当社の監査体制に活かしていただく

ことにより、職務を適切に遂行することができるものと判断したため、社外監査役と

して選任をお願いするものであります。

５. 当社は、社外監査役候補者である東拓至氏の選任が承認された場合、期待された役割

を十分に発揮できるよう東拓至氏と責任限定契約を締結する予定であります。

なお、その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外監査役が任務を怠ったことによって損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条

第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

６．東拓至氏につきましては、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出る予定であります。
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第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役を退任いたします藤永義行氏ならび監査役

を退任いたします土居功氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社の定

める一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈したいと存じま

す。なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役に関しまし

ては取締役会に、退任監査役に関しましては監査役の協議にご一任願いたく

存じます。

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

藤 永 義 行 平成21年６月　当社社外取締役就任（現任）

土 居 　 功 平成16年６月　当社常勤監査役就任（現任）

以　上
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株主総会会場ご案内図

【会　場】東京都江東区新木場一丁目７番22号

新木場タワー　１階　大ホール

ＴＥＬ：03－5534－3800

交通のご案内

ＪＲ京葉線・武蔵野線

東京メトロ有楽町線

東京臨海高速鉄道りんかい線

「新木場駅」下車　徒歩７分


